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第１章  

立地適正化計画の概要 
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１ 計画策定の背景と目的 

 

全国的に人口減少や少子高齢化が進行するなか、誰もが安心して快適に暮らせる生活環

境の実現や、財政面及び経済面において持続可能な都市経営を行うことが、今後のまちづ

くりにおいて大きな課題となっています。 

こうしたなか医療・福祉施設、商業施設等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする

住民が公共交通により、これらの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通など

を含めて都市全体の構造を見直し、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考えでまちづ

くりを進めていくことが求められています。 

こうした背景を踏まえ、行政と住民や民間事業者が一体となり、コンパクトなまちづく

りに取り組むため、平成２６年８月に「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」が

施行され、立地適正化計画が制度化されました。 

本町においても人口減少・少子高齢化の傾向はこれからも続くものと想定されることか

ら、都市計画マスタープランの改定にあわせて立地適正化計画を策定し、居住や都市機能

の緩やかな立地誘導を図りながら、持続可能な集約型都市構造の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンパクトシティ

生活サービス機能と居住を集約・誘導し、
人口集積を図ります。

●福祉・医療施設など、生活サービス施設の
まちなかへの計画的な誘導。

●施設周辺などにまとまりのある居住を推進
し、コミュニティや利用圏人口を維持。

都市機能のまちなか誘導

交通ネットワーク

まちづくりと連携した公共交通ネットワーク
の再構築を図ります。

公共交通ネットワーク

●交通網の再編や快適で安全な公共交通、
公共交通施設の充実を推進。

●地域特性（人口規模・都市機能・地形等）
に応じた輸送形態の組み合わせを検討。

多極ネットワーク型コンパクトシティ

「コンパクトシティ」 ＋ 「交通ネットワーク」

都市の持続
可能性が確立

立地適正化計画

持続安定的な
公共交通事業の確立

地域公共交通網
形成計画

好循環の実現

連携

＋



2 

 

必須事項

・立地適正化計画の区域
・立地の適正化に関する基本的な方針
・居住誘導区域と都市機能誘導区域（区域、
区域内で自治体が講ずる各種施策）

・誘導施策（都市機能誘導区域ごとの誘導
施設、関連基盤整備事業等）

任意事項

・居住調整地域、跡地等管理区域（区域、
跡地等管理指針）

【立地適正化計画に記載すべき事項】

立地適正化計画区域（=都市計画区域）

市街化調整区域
緑地や農地等の自然環境が保全され、身近な自然に親しめる
ゆとりある地域

市街化区域
生活機能が多く存在する都市中心部と生産物を供給する地域が経済の互恵
関係を維持・構築することで、都市全体の機能を図る地域

居住誘導区域 (必須事項)
人口密度を維持し、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう
居住を誘導すべき区域

都市機能誘導区域 (必須事項)
医療・福祉・商業等の都市機能を中心拠点や生活拠点に誘導・集約し、サービス
の効率的な提供を図る区域

誘導施設 (必須事項)
地域の人口特性や必要な機能を検討し、立地を誘導すべき都市機能を増進する施設
（病院・診療所、デイサービスセンター、幼稚園、小学校、図書館、スーパーマー
ケットなど）

立地適正化計画区域
（＝都市計画区域）

市街化区域

居住誘導区域

都市機能誘導区域

 

コラム 立地適正化計画の概要 

 

立地適正化計画とは、都市全体を見渡したうえで、市街化区域内に医療・福祉・商業施

設等の都市機能を誘導する「都市機能誘導区域」と居住を誘導する「居住誘導区域」を設

定し、かつ、公共交通により中心拠点と地域拠点をつなぐ、生活の利便性が高い「コンパ

クトなまちづくり」を実現するための指針となるものです。 

本計画の実行により、長期的な視点のもと、国の施策等を活用して都市機能や居住を一

定のエリアに誘導し、都市の持続的な発展を目指します。 

 

（ 立地適正化計画のイメージ ） 
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２ 計画の位置付け 

 

（１）根拠法 

  立地適正化計画は、都市再生特別措置法第８１条の規定による「住宅及び都市機能増

進施設の立地の適正化を図るための計画」として定めるものです。 

 

（２）計画の位置付け 

立地適正化計画は、市町村の総合計画、都道府県の都市計画区域マスタープランに即

するとともに、市町村の都市計画マスタープランとの調和が保たれたものでなければな

らないとされています。（都市再生特別措置法第８１条第９項） 

また、法定事項が記載された立地適正化計画が法定の手続きにより公表されたときは、

市町村の都市計画マスタープランの一部としてみなされることになります。（都市再生特

別措置法第８２条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

上 位 計 画

白老町 北海道

白老町総合計画
（令和2年6月改定）

苫小牧圏都市計画 都市計画区域
の整備、開発及び保全の方針

（令和3年3月改定）

即する

白老町都市計画マスタープラン

（都市計画法第18条の2）

調和高度化

白老町立地適正化計画

（都市再生特別措置法第81条）

白老町地域公共交通網形成計画

白老町まち・ひと・しごと総合戦略

白老町強靭化計画

白老町公共施設等総合管理計画ほか

公共交通ネットワーク

他の分野別計画

整合・連携

整合・連携
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３ 計画の役割 

 

① 都市全体を見渡したマスタープラン 

  居住機能や商業、医療・福祉、公共交通等の様々な都市機能の誘導により、都市全域

を見渡したマスタープランとして位置付けられる計画であり、都市計画マスタープラ

ンの高度版となるものです。 

② 都市計画と公共交通の一本化 

居住や生活を支える機能の誘導による効率的なまちづくりと公共交通との連携により、

コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりを進めることができます。 

③ 市街地空洞化の防止 

居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールし、市街地空洞化防止のための新たな

選択肢として活用することができます。 

④ 公的不動産を活用したまちづくり 

財政状況の悪化や施設の老朽化等を背景として、将来のまちのあり方を見据えた公共

施設の再配置や公的不動産を活用した民間機能の誘導が可能となります。 

⑤ 策定による国からの支援措置等の活用 

本計画を策定することで、必要な都市機能を維持・誘導するための支援措置等を活用

することができます。 

 

４ 計画対象区域 

 

本計画の対象区域は、都市再生特別措置法第 81条に基づき、都市計画区域内とします。 
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５ 計画期間 

 

立地適正化計画は都市計画マスタープランと同じく、長期的な都市のあり方を定める

計画であることから、計画策定から概ね２０年後の２０４１（令和２３）年度までを計

画期間とします。 

また、立地適正化計画については、都市再生特別措置法第８４条の規定に基づき、概

ね５年ごとに施策の実施状況などを評価し、必要に応じて見直すこととします。 

 

 

計画期間： 令和４（２０２２）年度 ～ 令和２３（２０４１）年度 

  

 

 

６ 計画の構成 

 

 本計画は、以下の６章で構成します。 

 

 

第１章 立地適正化計画の概要

第２章 立地適正化の基本的な方針

第３章 誘導区域・誘導施設

第４章 防災指針

第５章 誘導施策・届出制度

第６章 計画の実現に向けて
計画の進行管理、評価推進よって到達
すべき数値目標とその評価方法につい
て定めます。

立
地
適
正
化
計
画

計画の位置付けや役割、計画の対象区
域や目標年次など、計画の前提となる
考え方を示します。

都市構造上の課題を整理し、立地適正
化の基本的な方針を導き出します。

居住や都市機能における誘導方針を示
し、誘導区域及び誘導施設を設定しま
す。

災害リスクを分析した上で防災まちづ
くりの方向性等を明確にし、ハード・
ソフトの両面から安全確保等の対策を
定めます。

誘導区域への機能誘導を促進させるた
めの誘導施策と届出制度の運用につい
て定めます。


